
Ô 利益剰余金
当期未処分利益 4¶150¶541
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（うち当期総利益 4¶150¶541)

利益剰余金合計 4¶150¶541
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純資産合計 8¶835¶017¶056
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負債純資産
合計

20¶511¶397¶222
ÖÖÖÖÖÖÖÖ

（注記）
１ 運営費交付金から充当されるべき賞与の当期末見積額は、77¶216¶887円であります。
２ 運営費交付金から充当されるべき退職手当の当期末見積額は、1¶279¶906¶600円でありま
す。
３ 固定資産の減損処理の内容は、次のとおりであります。
\ 減損を認識した固定資産の用途、種類、帳簿価額等の概要

用 途 種 類 場 所 数 量 帳簿価額

特定資産 電話加入権
神奈川県相模原市
東京都港区

計

30回線
96回線
126回線

120¶000円
384¶000円
504¶000円

] 減損の認識に至った経緯
平成18年度に減損処理を行い、相続税評価額4¶000円／回線で計上していたところ、

平成20年度評価額が2¶000円／回線に大幅に下落し、将来回復の見込みがあると認めら
れないことから、減損を認識しております。

^ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごと
の内訳
「固定資産の減損に係る独立行政法人会計基準」第６]に該当するため、減損額は損
益計算書に計上しておりません。

_ 回収可能サービス価格は使用価値相当額を採用し、承継時に相続税評価額で評価して
いることから、平成20年度相続税評価額を計上しております。

損 益 計 算 書
（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（単位：円）

経常費用
業務経費
給与手当 752¶706¶526

退職給付費用 118¶772¶600

法定福利費 92¶691¶642

備品費 5¶299¶935

雑給 120¶978¶022

福利厚生費 6¶322¶960

旅費 16¶199¶349

会議費 2¶473¶005

賃借料 271¶906¶773

消耗品費 46¶076¶127

通信運搬費 82¶701¶388

印刷製本費 30¶080¶450

水道光熱費 31¶109¶917

交通費 2¶206¶096

外部委託費 331¶622¶457

販売手数料 13¶681¶268

租税公課 33¶400

保守・修繕費 234¶383¶703

支払手数料 960

支払保険料 360¶946

支払報酬 34¶368¶248

図書費 10¶724¶184

その他 2¶979¶180

減価償却費 242¶997¶034
EEEEEEEE

2¶450¶676¶170

一般管理費
役員報酬 70¶248¶834

給与手当 191¶539¶735

退職給付費用 62¶455¶000

法定福利費 29¶563¶320

備品費 2¶732¶809

交際費 157¶668

雑給 2¶764¶274

福利厚生費 4¶336¶937

旅費 557¶833

地代家賃 31¶196¶209

会議費 17¶150

賃借料 1¶324¶167

消耗品費 6¶344¶665

通信運搬費 3¶416¶302

印刷製本費 605¶958

水道光熱費 14¶757¶924

交通費 9¶937¶296

外部委託費 68¶523¶937

租税公課 22¶671¶300

保守・修繕費 40¶759¶185

支払手数料 1¶646¶640

支払保険料 158¶430

支払報酬 2¶111¶400
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